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前文 

 

 長野県立大学は、平成30年（2018年）の開学以来、その理念に基づく３つの使命として

「リーダー輩出」「地域イノベーション」「グローバル発信」を掲げ、「より良い未来を創

造し、発展させる大学をめざす」ことを宣言し、着実に実績を積み重ねてきた。また、令

和４年度（2022年度）には大学院の開設により、新たにソーシャル・イノベーション研究

科と健康栄養科学研究科の２つの研究科が誕生し、「知の拠点」としての体制がより充実

した。 

 第１期の６年間の経験を踏まえ、長野県の知の礎たる大学・大学院としてのさらなる進

化により先の見えない時代の変化に対応するとともに、ＳＤＧｓの実現に寄与することで

長野県の豊かで美しい自然環境と地域の人に優しい生活環境を守り、夢のある未来社会の

創造・発展に貢献することを宣言する。 

 長野県立大学は、この宣言と開学以来の理念の下、長野県から示された第２期中期目標

を確実に達成するため、ここに第２期中期計画を策定し、その実現に向けた全教職員の主

体的な参加と協働により全力を挙げて取り組むものである。 

 

 

 

長野県立大学の理念 

 

長野県立大学は、長野県の知の礎となり、未来を切り拓くリーダーを輩出し、世

界の持続的発展を可能にする研究成果を発信することで、人類のより良い未来を創

造し、発展させる大学をめざします。 

 

 

長野県立大学の使命 

 

自ら考え、自ら学び、主体的に行動し、成長する機会を世界に求め、世界中のイ

ノベーターと出会い、グローバルな視野で未来を切り拓き、地域を創生できるリー

ダーを育てます。 

 

１．リーダー輩出 

幅広い豊かな教養教育、実践重視の高度な専門教育、寮生活や海外研修などに

よる全人教育によって、新たな時代を担う様々な資質や能力を備えたリーダーを

輩出します。 

 

２．地域イノベーション 

長野県の豊かな自然や長い歴史・伝統を理解し、大切にすることを通して、県

の産業・文化・生活を活性化する「知の拠点」となり、地域に開かれた大学、地

域とともに歩む大学をめざします。 

 

３．グローバル発信 

健全な批判精神をもち、先進的な研究はもとより、長野県の産業や文化を基盤

とした学際的な研究を推進して、新たな知を創出し、その成果を地域に還元する

とともに、長野から世界に向けて発信します。 
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第１ 中期計画の期間及び教育研究上の基本組織 

１ 中期計画の期間 

 令和６年(2024年)４月１日から令和12年(2030年)３月31日までの６年間 

 

２ 教育研究上の基本組織 

学部・学科 

グローバルマネジメント学部 グローバルマネジメント学科 

健康発達学部 
食健康学科 

こども学科 

大学院 
ソーシャル・イノベーション研究科（専門職大学院） 

健康栄養科学研究科（修士課程） 

 

 

第２ 教育研究等の質の向上に関する目標を達成するためとるべき措置 

 １ 教育 

(１)  特色ある教育の推進 

    

   アａ 教員と学生の距離が近い教育を基本として、一人ひとりの個性や長所を伸ば

す多様な学びの機会を設け、社会人として求められる実践的・専門的な能力の向

上につながる場を提供する。                   【No.１】 

評価指標 

［定量指標］ 

① 毎年度、アクティブ・ラーニング1を用いた授業を、全開講科

目の８割以上で実施する。 

 

   アｂ プレゼンテーション能力、コミュニケーション能力、課題発見・解決能力等

の社会人として求められる実践的な能力を、学生一人ひとりに合わせて効果的に

向上させることができるよう、１年次通年必修の「発信力ゼミ」2を少人数クラ

スにより行う。                         【No.２】 

評価指標 

［定量指標］ 

① 毎年度、１年次の発信力ゼミを、学部・学科に関わらず全学

共通で20人程度のクラスに分け開講する。 

 

   アｃ １年次の寮生活3や地域との連携・交流の取組により、在学期間を通じて、

豊かな人間性、主体性、社会性等を持った人材へと成長するよう取り組む。 

【No.３】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 毎年度、寮及び学内での取り組みについてアンケート調査を

実施し、必要に応じて見直しや改善を行う。 

② 地域との連携・交流のため、毎年度、サービスラーニング4や

地域イベントへの参加の機会を設け、学生に参加を促す。 

（No.28③に再掲） 

 

   イａ 海外プログラム5等により、学生が多様な価値観を理解し、グローバルな視

野を持った人材へと育つよう取り組む。              【No.４】 

評価指標 

［定量指標］ 

① 研修先の確保や学生のニーズを踏まえ、毎年度、現地研修を

基本とした各学部・学科の専門分野の学修も含む海外プログ

ラムを実施し、対象学生の参加率を100％とする。 
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   イｂ 英語における「読む・聞く・話す・書く」の４技能を身に付けることができ

るよう、各学部・学科の特性に合わせて独自に構築した１年次・２年次必修の英

語科目等による英語集中プログラム6を行う。加えて、３年次・４年次にも英語

履修が継続できる発展的な科目を配置する。            【No.５】 

評価指標 

［定量指標］ 

① 毎年度、学部ごとの学生のＴＯＥＩＣ7成績について、次の指

標がそれぞれ下表のとおりとなるように取り組む。 

Ａ：２年次修了時の平均点 

Ｂ：１年次入学時点から２年次修了時までの平均点の伸び率 

Ｃ：成績上位２割の学生の平均点 

 Ａ Ｂ Ｃ 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学部 730点以上 40%以上 800点以上 

健康発達学部 650点以上 30%以上 700点以上 

［定性指標］ 

② 年次及び学部・学科ごとに英語力に応じてクラス分けし、英

語集中プログラムの授業を実施する。 

③ 卒業時まで継続して英語力が向上できる教育の環境を整備す

る。 

 

   ウａ ソーシャル・イノベーション研究科 

専門職大学院として理論と実務を架橋する実践的な教育により、幅広いネット

ワークを持つソーシャルイノベーター8を養成し、地域におけるエコシステム9の

担い手を輩出する。                       【No.６】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 在学中に複数回実施する定点観測アンケートによりカリキュ

ラムを検証し、必要に応じて見直しを行う。 

 

   ウｂ 健康栄養科学研究科 

健康栄養分野に関する高度かつ専門的な知識と技能を有し、地域の健康･栄養

問題や食品関連産業、地方創生において、自ら課題を発見・設定、解決する能力

を養い、科学的根拠に基づく研究成果を、国内外に発信できる人材を育成する。 

   【No.７】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 在学中に複数回実施する定点観測アンケートによりカリキュ

ラムを検証し、必要に応じて見直しを行う。 

 

 

(２)  教育の質の向上等 

 

   アａ グローバルマネジメント学部 

学生が経営学を根幹に、グローバルな視野で組織等を動かすマネジメント力を

持ったリーダーへと育つよう、自らの課題意識に応じて選択できるカリキュラム

を編成するとともに、主体的・専門的な学びを促す専門ゼミを実施する。 

【No.８】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 学部レベル、科目レベルごとに、大学の理念・使命や３つの

ポリシー10を踏まえた教育研究活動を改善する体制を整備する

とともに、毎年度、アセスメントプラン11に基づいて継続的に

点検する。              （No.11①に再掲） 
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② 毎年度、県内を中心に企業・団体の協力を得て本学が主催す

るキャリア実習12を正課内外で実施するとともに、実習先の新

規開拓に努め、学生の参加機会の充実を図る。 

（No.17④、No.18②に再掲） 

 

   アｂ 健康発達学部食健康学科 

管理栄養士養成機関である特性を活かして、講義科目や多様な実験･実習･演習

科目等を通して、学生が専門的知識と技術を修得し論理的・科学的に思考して実

践する能力を身に付けるとともに、高いコミュニケーション能力、リーダーシッ

プ、グローバル対応力を養い、栄養・食を通して人々の健康を支え、地域社会に

貢献できる能力を修得し向上するよう取り組む。          【No.９】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 学部レベル、科目レベルごとに、大学の理念・使命や３つの

ポリシー10を踏まえた教育研究活動を改善する体制を整備する

とともに、毎年度、アセスメントプラン11に基づいて継続的に

点検する。              （No.11①に再掲） 

［定量指標］ 

② 専門職養成課程として、毎年度、４年次生の管理栄養士国家

試験13受験者における合格率を100%とする。（No.17②に再掲） 

 

   アｃ 健康発達学部こども学科 

一人ひとりの学生が将来の保育・幼児教育のリーダーとなり得る教育力や実践

力を備えた保育者へと育つよう、少人数教育を実施し、保育臨床と往還する専門

教育を実践する。                        【No.10】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 学部レベル、科目レベルごとに、大学の理念・使命や３つの

ポリシー10を踏まえた教育研究活動を改善する体制を整備する

とともに、毎年度、アセスメントプラン11に基づいて継続的に

点検する。              （No.11①に再掲） 

［定量指標］ 

② 専門職養成課程として、毎年度、卒業時の保育士資格14及び幼

稚園教諭免許15の取得率を100%とする。 （No.17③に再掲） 

 

   イａ ３つのポリシー10に基づく体系的で組織的な大学教育を展開するため、取り

組みの定期的な点検・評価を行う教学マネジメント16体制を確立し、不断の改善

を進める。                           【No.11】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 大学全体レベル、学部・学科・研究科レベル、科目レベルご

とに、大学の理念・使命や３つのポリシー10を踏まえた教育研

究活動を改善する体制を整備するとともに、毎年度、アセス

メントプラン11に基づいて継続的に点検する。 

（No.8①、No.9①、No.10①の再掲、No.38②に再掲） 

② 令和６年度（2024年度）に大学機関別認証評価17を受審し、認

証を得る。              （No.38③に再掲） 

③ 令和８年度（2026年度）に専門職大学院認証評価17を受審し、

認証を得る。             （No.38④に再掲） 

 

   イｂ 社会から求められる大学運営を行うため、ＦＤ・ＳＤ18研修を計画的に実施

し、教職員の教育研究活動に資する能力を高める。         【No.12】 
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評価指標 

［定量指標］ 

① 毎年度、ＦＤ・ＳＤ研修へ１回以上参加する常勤教職員の割

合を100%とする。          （No.31②に部分再掲） 

② 授業方法や授業計画を改善する機会として、毎年度、教員相

互による授業参観期間を１回以上設ける。 

 

   ウａ 社会を取り巻く環境やニーズを適切に捉え、時代の変化に対応した教育研究

活動のあり方を継続的に検討し、必要に応じて対応する。      【No.13】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 令和７年度（2025年度）に、文部科学省による「数理・デー

タサイエンス・ＡＩ教育プログラム認定制度」19のリテラシー

レベルの認定プログラムを設置し、学部生に対してデジタル

時代や社会ニーズに応える教育を行う。 

② 毎年度、教育研究活動や財務等のＩＲ活動20に取り組み、本学

の状況を分析し、時代の変化に対応した教育研究活動のあり

方を検討する。 

 

   ウｂ リカレント教育21の取組を検討・実施する。          【No.14】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 学生への教育成果や教員の専門分野を活かし、教育機関や事

業所等からの要望に応じて、教員を研修会等の講師として派

遣する。               （No.28②に再掲） 

② リカレント教育に資するため、毎年度、学部の社会人特別選

抜及び研究科の社会人推薦選抜入試を実施する。 

③ リカレント教育を目的とする科目等履修生制度22等の実施につ

いて検討する。 

 

 

(３)  学生への支援 

 

   アａ 国の修学支援新制度23等の周知徹底を図り、経済面で就学困難な学生に対し

て、適宜、授業料減免や徴収猶予等により学修継続を支援する。   【No.15】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 国の修学支援新制度による授業料減免及び本学独自の私費外

国人留学生に対する奨学制度、授業料納入猶予制度を継続し

て実施する。 

② 毎年度、日本学生支援機構の実施する奨学金制度に加え、地

方公共団体や民間財団等が実施する奨学金制度の情報を収集

し、学生に周知する。 

 

   アｂ 学生が安心して大学生活を過ごせるよう相談体制を整備し、心身の健康の保

持増進に努める。                        【No.16】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 相談支援体制をきめ細やかに学生へ周知し、悩みや不安を抱

える学生や配慮を必要とする学生が相談しやすい環境を整備

する。 

② 全学生が自身の健康状態を確認するため、毎年度、学生向け

の健康診断を実施する。 
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   イ キャリアセンターにおいて、入学から卒業まで一貫したキャリア形成支援や就

職希望者一人ひとりに沿った支援に取り組む。           【No.17】 

評価指標 

［定量指標］ 

① 毎年度、キャリア形成・就職支援に関する各種講座やイベン

トを充実し、就職希望者の就職率を100%とする。 

② 健康発達学部食健康学科：専門職養成課程として、毎年度、

４年次生の管理栄養士国家試験13受験者における合格率を100%

とする。               （No.9②の再掲） 

③ 健康発達学部こども学科：専門職養成課程として、毎年度、

卒業時の保育士資格14及び幼稚園教諭免許15の取得率を100%と

する。                （No.10②の再掲） 

［定性指標］ 

④ 毎年度、県内を中心に企業・団体の協力を得て本学が主催す

るキャリア実習12を正課内外で実施するとともに、実習先の新

規開拓に努め、学生の参加機会の充実を図る。 

（No.8②の再掲） 

 

   ウ 県内企業等を中心にインターンシップ等の受入れ先を開拓し、学生に地域の企

業等を知る機会を提供して、県内企業への就職を支援する。     【No.18】 

評価指標 

［定量指標］ 

① 毎年度、県内の企業・団体等への就職を促進するためのキャ

リア・就職支援に関する各種講座やイベントを、20回以上開

催するとともに、他団体が主催するイベント等の情報を学生

に提供する。 

［定性指標］ 

② 毎年度、県内を中心に企業・団体の協力を得て本学が主催す

るキャリア実習12を正課内外で実施するとともに、実習先の新

規開拓に努め、学生の参加機会の充実を図る。 

（No.8②の再掲） 

 

 

(４)  入学者の受入れ 

 

   アａ アドミッション・ポリシー10に基づき、本学にふさわしい意欲ある学生を確

保するため、効果的な広報活動を展開する。            【No.19】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 毎年度、学生募集状況や志願者動向等の分析を行い、翌年度

の広報基本方針を作成・決定し、広報活動に反映する。 

 

   アｂ 学部入試について、引き続き国の大学入学者選抜改革への対応や県民枠24の

確保を維持するとともに、安定的に入学者を確保するため、出願・入学状況の分

析・検証を行い、最適な入学者選抜の仕組みを構築する。      【No.20】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 毎年度、アドミッション・ポリシー10に基づいた入学者選抜を

行うとともに、各学部・学科の結果を点検・評価し、必要に

応じて入試制度およびアドミッション・ポリシーを見直す。 

② 毎年度、県民枠を維持しつつ、県外及び海外からも本学にふ

さわしい志願者及び入学者を確保し、各学部・学科で入学定

員を充足する。 
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   イ 編入学試験を継続し、多様な学生の受入を促進する。また、高等教育コンソー

シアム信州25を通じた単位互換制度26への参画を継続する。     【No.21】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 編入学試験をグローバルマネジメント学部で継続して実施す

るとともに、実施のあり方について検討する。 

② 高等教育コンソーシアム信州を通じた他大学との単位互換制

度に、継続して参加する。 

 

   ウ 各研究科の学びの内容や魅力を発信する広報活動を行い、入学者の継続的確保

を目指す。                           【No.22】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 毎年度、アドミッション・ポリシー10にふさわしい入学者の確

保に向けて、説明会開催や個別相談等による広報活動に取り

組み、各研究科で入学定員を充足する。 

② 各研究科への入学をリカレント教育21の機会の提供とし、企

業・自治体への訪問や説明会等の広報活動を行う。 

 

 

 ２ 研究 

(１)  特色ある研究の推進 

 

   ア 複雑化・多様化する課題に対応するため、学内での学問領域を越えた研究の促

進や他大学等との共同研究に積極的に取り組む。また、研究成果のグローバルな

発信に取り組む。                        【No.23】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 学部・学科等の部局を越えた学内の研究や他大学等との共同

研究を促進する。 

② 研究成果のグローバルな発信に取り組むための環境を整える

とともに、情報を集約する。 

 

   イ 地域課題の解決に資する実践的な研究を促進するとともに、教職員及び学生の

専門性や研究成果を活かし、「知の拠点」としてのシンクタンク的機能を発揮す

る。                              【No.24】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 県をはじめとした地方自治体や企業等と連携して地域課題を

把握し、その解決に貢献する研究を推進する。 

② 学長裁量経費を活用して、地域課題の解決に資する研究を奨

励・促進する。 

③ 地方自治体や団体等の要請に応じ、審議会委員27等として教員

を派遣する。 

 

 

(２)  研究費の確保 

 

     教員の研究環境の向上や支援、研究費の学内配分の工夫や外部資金の申請及び

採択の促進等を行い、教育の基盤である研究の充実を図る。     【No.25】 

評価指標 

［定量指標］ 

① 科研費28等の競争的研究費の申請及び採択を促進する体制を整

備し、専任教員数に対する科研費・共同研究・受託研究等の
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研究課題件数の保有率を年度平均70％以上とする。 

（No.36②に再掲） 

 

 

 ３ 地域貢献 

(１)  産学官連携 

 

     地域課題の解決と地域イノベーション29の実現に積極的に関わり、企業・大

学・県・市町村・金融機関が連携するための中核的な役割を担うとともに、それ

ぞれの長所を活かした新たな価値の創出の取組を推進する。     【No.26】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 教員や学生による産学官民の連携活動の支援を通じて、連携

協定等に結び付くよう、企業や県・市町村等との情報交換や

協議を行う。 

 

 

(２)  地域連携 

 

   ア ソーシャル・イノベーション創出センター30を窓口として各地域コーディネー

ター31の活動や県・市町村等との連携を促進し、地域課題やニーズを踏まえて、

地域の人的・物的資源を再発見して事業創造に結び付ける取組や、持続可能社会

を推進する取組等を支援する。                  【No.27】 

評価指標 

［定性指標］ 

① ソーシャル・イノベーション創出センターで教職員や学生に

よる地域連携の充実に向けた相談に応じ、活動を支援する。 

② 地域コーディネーターを配置し、機能を活かすためのスキル

向上を図り、全県における事業創造に結びつける取組を推進

する。 

③ 毎年度、地域貢献に係る取組をホームページ掲載や「ＣＳＩ

ジャーナル」32の発行により、地域に広く公表する。 

 

   イ 県・市町村、県内教育機関等との連携により学生の地域での活動を支援すると

ともに、高大連携33の取組を推進する。また、リカレント教育21も含む多様な学

修の場を提供する。                       【No.28】 

評価指標 

［定量指標］ 

① 毎年度、社会人向けや学生も対象に含めた10件以上の公開講

座を企画・開催し、参加者満足度を５点満点中、平均４点以

上とする。 

［定性指標］ 

② 学生への教育成果や教員の専門分野を活かし、教育機関や事

業所等からの要望に応じて、教員を研修会等の講師として派

遣する。              （No.14①の再掲） 

③ 地域との連携・交流のため、毎年度、サービスラーニング4や

地域イベントへの参加の機会を設け、学生に参加を促す。 

（No.3②の再掲） 

④ 高校生が本学の専門教育に触れる機会の提供について、検

討・実施する。 
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 ４ 国際交流 

 

     海外大学との交流協定・交換留学協定を維持するとともに、協定に基づく取組

を充実し、海外プログラム5と合わせて、本学学生の意欲的な学修の支援、海外

からの留学生の受入れ及び教職員の交流を促進する。        【No.29】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 本学学生の私費留学等も含めた派遣、及び象山寮3を活用した

留学生の受入れを行う。 

 

 

第３ 業務運営に関する目標を達成するためとるべき措置 

 １ 運営体制 

 

   ア 理事長及び学長のリーダーシップの下、大学運営会議を機動的に運営し、迅速

な意思決定を行う。また、理事会・経営審議会・教育研究審議会の明確な役割分

担により、それぞれの権限に基づき、適切に大学運営を行う。    【No.30】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 大学運営会議の定例開催により教職員の多様な意見を汲み取

りながら理事長及び学長のリーダーシップを発揮するととも

に、定款等の定めに基づいた機関の役割分担を踏まえた意思

決定により運営する。 

 

   イ 効率的で適切な事務局運営を行うため、適正な人材の確保及び配置を行い、自

身の成長や専門性の向上につなげるため、事務局職員として必要な事務スキルや

職位に応じたスキルの研修を行う。                【No.31】 

評価指標 

［定量指標］ 

① 令和６年度（2024年度）に事務局職員人材育成方針を策定

し、事務局職員の中長期的な育成を図るとともに、毎年度、

スキル向上のための研修を計画・実施し、１回以上参加する

事務局職員の割合を100%とする。 

② 毎年度、ＳＤ18研修に１回以上参加する事務局職員の割合を

100%とする。          （No.12①の部分再掲） 

 

   ウ 事務局職員の能力向上に寄与し、働く意欲の向上につながる人事評価制度とな

るよう継続的に検証し実施する。                 【No.32】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 職員業績評価や職務遂行力評価を通して働く意欲の向上を図

るとともに、継続的に制度を検証し、必要に応じて見直しを

行う。 

 

   エ 教員の活動について教育・研究・地域貢献・大学運営の４分野での把握・評価

を行うとともに、取組の継続的な改善を行う。           【No.33】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 毎年度、自己評価に基づく教員活動評価を実施し、教員の能

力や意欲の向上を図り、必要に応じて制度を改善する。 
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 ２ 内部統制体制の整備 

 

  ア 適正な大学運営を図るため、内部統制機能を定期的に点検するとともに、内部

監査を実施する。また、監事及び県による各種監査の結果と、それらの大学運営

への反映状況を公表する。                    【No.34】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 定期的な業務におけるリスク評価と業務実施手順のモニタリ

ング及び毎年度の内部監査の実施により、内部統制機能を確

保し、適正に大学を運営する。 

② 監事及び県による監査結果を、速やかにホームページで公表

する。 

 

   イ 内部統制機能の確実な運用のため、様々な機会を捉え、コンプライアンス意識

の徹底、外部窓口による公益通報制度の周知、情報漏えい等のリスク管理強化等

に取り組む。                          【No.35】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 情報資産等に係るコンプライアンスやハラスメント防止等の

リスク管理や公益通報制度について、必要に応じて体制と運

用の状況を点検し見直す。 

② 毎年度、コンプライアンスの遵守やハラスメント防止に係る

研修会を開催し、意識の徹底を図る。 

③ 毎年度、全専任教員と研究費の執行に関わる職員、大学院生

を対象とした研究コンプライアンスに係る研修会を実施し、

研究不正の防止をはじめとした研究インテグリティ34が確保

された体制を整備する。 

 

 

第４ 財務内容に関する目標を達成するためとるべき措置 

 １ 自主財源の増加 

 

     外部研究資金、受託研究、寄附金等の獲得など自主財源の増加をめざす。 

【No.36】 

評価指標 

［定量指標］ 

① 外部資金の獲得強化のため、受託研究等に係る情報共有や寄

附募集活動の強化に取り組み、中期計画の期間中に年度平均

800万円以上の外部資金を獲得し、自主財源を充実する。 

② 科研費28等の競争的研究費の申請及び採択の促進に取り組み、

専任教員数に対する科研費・共同研究・受託研究等の研究課

題件数の保有率を年度平均70％以上とする。 

（No.25①の再掲） 

 

 

 ２ 経費の節減及び資産の管理運用 

 

     効率的に業務を遂行するとともに、資産の実態を常に把握し、計画的に安定的

かつ効果的な管理運用を行う。                  【No.37】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 入札等の競争原理による経費節減や、会計規程等を遵守した

上での事務業務の省力化を推進する。 
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② 現金預金や固定資産等の計画的・定期的な実査により、資産

の実態を適切に把握する。 

 

 

第５ 自己点検・評価及び情報の提供に関する目標を達成するためとるべき措置 

 １ 自己点検・評価の実施 

 

     教育研究活動の内部質保証システム35や業務運営の状況について、自己点検・

評価を実施し適切なＰＤＣＡサイクルにより改善を進めるとともに、その結果を

公表する。                           【No.38】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 毎年度、教育研究活動の状況や法人の中期計画の進捗の把

握・点検を行い、自己点検・評価報告書を作成し公表する。 

② 大学全体レベル、学部・学科・研究科レベル、科目レベルご

とに、大学の理念・使命や３つのポリシー10を踏まえた教育

研究活動を改善する体制を整備するとともに、毎年度、アセ

スメントプラン11に基づき、継続的に点検を実施する。 

（No.11①の再掲） 

③ 令和６年度（2024年度）に大学機関別認証評価17を受審し、

認証を得る。             （No.11②の再掲） 

④ 令和８年度（2026年度）に専門職大学院認証評価17を受審し、

認証を得る。             （No.11③の再掲） 

 

 

 ２ 積極的な情報発信 

 

     教育研究活動の状況についての情報の公表をはじめ、特色ある教育・研究・地

域貢献等の活動についてわかりやすい形で発信を行うとともに、本学の知名度や

ブランド・イメージの向上に寄与する広報活動を計画的に推進する。 【No.39】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 学内広報推進員等を中心に本学の教育研究、地域貢献等の活

動情報を積極的に収集し、最新の情報を適時ホームページ等

で公開する。また、学内イベント等のプレスリリースを積極

的に行い、メディアを通じた情報発信に取り組む。 

② ステークホルダーのニーズに対応した効果的な情報発信ツー

ルを導入・整備し、積極的に活用する。 

 

 

第６ その他業務運営に関する目標を達成するためとるべき措置 

 １ 施設設備の整備・活用等 

 

     教育研究活動等に資する施設・設備やＩＣＴ環境の維持管理を適切に行う。 

【No.40】 

評価指標 

［定性指標］ 

① キャンパス内の空調、消防等の法定点検等を着実に実施する

とともに、ＩＣＴ環境も含めて施設・設備を適切に整備・維

持する。 
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 ２ 安全管理 

 

     学生と教職員のキャンパス内、学外活動における安全確保に取り組むとともに、

危機管理マニュアルの策定など非常時の危機管理体制の整備に取り組み、良好な

教育・職場環境の維持を図る。                  【No.41】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 毎年度、三輪キャンパス及び象山寮3で防災訓練を実施すると

ともに、必要に応じて危機管理マニュアルの点検や修正を行

い、非常時に迅速で適切な対応ができる体制を整備する。 

② 本学活動に係る危機・リスク管理マニュアルを分野ごとに整

備し、必要に応じて見直しを行う。 

 

 

 ３ 社会的責任の履行 

 

     社会の一員としてＳＤＧｓ36の達成に寄与するとともに、省エネルギーの推進

や再生可能エネルギー37の活用等によりゼロカーボン社会38の実現に貢献する。 

【No.42】 

評価指標 

［定性指標］ 

① 長野県ＳＤＧｓ推進企業登録制度39の継続参加や、省エネル

ギーやカーボンニュートラル38の実現に取り組む他大学・自

治体・企業等との連携により、役員や教職員、学生の意識の

かん養を図り、ＳＤＧｓ達成や環境配慮に向けた取組を推進

する。 

② キャンパスで使用する電力の再生可能エネルギーによる調達

を継続する。 

 

 

第７ 予算（人件費の見積りを含む。）、収支計画及び資金計画 

１ 予算 〈令和６年度（2024年度）～令和11年度（2029年度）〉   (単位：百万円) 

区  分 予  算 

収入 

運営費交付金 

自己収入 

授業料等収入 

その他収入 

受託研究等収入 

目的積立金取崩収入 

計 

 

６，５１９  

４，３５７  

３，８６８  

４８９  

４８  

１５０  

１１，０７４  

支出 

業務費 

教育研究経費 

人件費 

一般管理費 

受託研究等経費 

計 

 

１１，０２６  

２，５１０  

７，２６４  

１，２５２  

４８  

１１，０７４  

【運営費交付金の算定】 

県から交付される運営費交付金は、一定の仮定の下に試算されたものであり、各

事業年度の運営費交付金は、県の予算編成過程において決定される。 
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【人件費の見積り】 

期間中総額7,264百万円を支出する。（退職手当を除く。） 

人件費の見積りについては、配置計画に基づく教職員数を踏まえ、役員の報酬及

び職員の給料・諸手当並びに法定福利費に相当する費用を試算したものであり、定

期昇給、ベースアップは含まない。 

退職手当については、公立大学法人長野県立大学職員退職手当規程に基づき所要

額を支給するが、各事業年度の予算編成過程において算定された上で、運営費交付

金として措置される。 

 

 

２ 収支計画 〈令和６年度（2024年度）～令和11年度（2029年度）〉 (単位：百万円) 

区  分 予  算 

費用の部 

経常費用 

業務費 

教育研究経費 

受託研究等経費 

人件費 

一般管理費 

減価償却費 

臨時損失 

１１，５４５  

１１，５４５  

９，４１９  

２，１０７  

４８  

７，２６４  

１，２５２  

８７４  

０  

収益の部 

経常収益 

運営費交付金収益 

授業料等収益 

受託研究等収益 

雑益 

臨時利益 

１１，２４５  

１１，２４５  

６，５１９  

４，１８９  

４８  

４８９  

０  

純利益 

目的積立金取崩 

総利益 

△３００  

３００  

０  

 

 

３ 資金計画 〈令和６年度（2024年度）～令和11年度（2029年度）〉 (単位：百万円) 

区  分 予  算 

資金支出 

業務活動による支出 

投資活動による支出 

財務活動による支出 

次期中期目標期間への繰越金 

１１，７８４  

１０，２７４  

１，１３０  

３８０  

０  

資金収入 

業務活動による収入 

運営費交付金収入 

授業料等収入 

受託研究等収入 

その他収入 

投資活動による収入 

財務活動による収入 

前期中期目標期間からの繰越金 

１１，７８４  

１０，９２４  

６，５１９  

３，８６８  

４８  

４８９  

０  

０  

８６０  
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第８ 短期借入金の限度額 

１ 限度額 

２億円 

 

２ 想定される短期借入金の発生理由 

運営費交付金の交付時期と資金需要の期間差及び事故の発生等により緊急に必

要となる対策費として借り入れすることを想定する。 

 

 

第９ 出資等に係る不要財産又は出資等に係る不要財産となることが見込まれる財産の

処分に関する計画 

旧明和寮（区分：建物、所在地：長野市三輪８－49－７）を長野県へ返納する

ことについて協議する。 

 

 

第10 第９の財産以外の重要な財産を譲渡し、又は担保に供する計画 

なし 

 

 

第11 剰余金の使途 

決算において剰余金が発生した場合は、教育研究の質の向上及び組織運営の改

善、並びに過年度に取得した固定資産に係る減価償却費に充てる。 

 

 

第12 その他 

１ 施設及び設備に関する計画 

各事業年度の予算編成過程において決定する。 

 

２ 地方独立行政法人法第40条第４項の規定により業務の財源に充てることができる

積立金の処分に関する計画 

前中期目標期間繰越積立金については、教育研究の質の向上及び組織運営の改

善、並びに過年度に取得した固定資産に係る減価償却費に充てる。 

 

３ その他法人の業務運営に関し必要な事項 

なし 
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［ 定量指標再掲 ］ 

内   容 
計画 

No 
目標時期・数値 算式 

アクティブ・ラーニング実施科

目の割合 
１ 【毎年度】８割以上 

アクティブ・ラーニング実施科目数 

÷全開講科目数 

発信力ゼミの１クラスあたり学

生数 
２ 【毎年度】20人程度  

海外プログラム参加率 ４ 【毎年度】100％ 
海外プログラム参加学生数 

÷参加対象学生数×100 

〈TOEICスコア〉 

２年次修了時の平均点 
５ 

【毎年度】 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学部 

730点以上 

健康発達学部 

650点以上 

各学部の受験者スコアの平均点 

（参考値：2年間の得点状況を勘案する。） 

〈TOEICスコア〉 

１年次入学時点から２年次修了

時までの平均点の伸び率 

５ 

【毎年度】 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学部 

40％以上 

健康発達学部 

30％以上 

（2年次修了時の平均点－1年次入学後の平

均点）÷1年次入学後の平均点×100 

（参考値：2年間の得点状況を勘案する。） 

〈TOEICスコア〉 

成績上位２割の学生の平均点 
５ 

【毎年度】 

ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄ学部 

800点以上 

健康発達学部 

700点以上 

2年次修了時スコアの成績上位2割の学生の

平均点 

（参考値：2年間の得点状況を勘案する。） 

〈健康発達学部食健康学科〉 

管理栄養士の国家試験合格率 

９ 

17 
【毎年度】100％ 管理栄養士国家試験合格者÷受験者×100 

〈健康発達学部こども学科〉 

卒業時の保育士資格及び幼稚園

教諭免許の取得率 

10 

17 
【毎年度】100％ 

保育士資格及び幼稚園教諭免許取得者数 

÷卒業者数×100 

ＦＤ研修に１回以上参加する教

員の割合 
12 【毎年度】100％ 

専任教員・助手の参加者数 

÷全専任教員・助手数×100 

ＳＤ研修に１回以上参加する職

員の割合 

12 

31 
【毎年度】100％ 常勤職員の参加者数÷全常勤職員数×100 

教員相互の授業参観期間の設定 12 【毎年度】１回以上  

就職希望者の就職率 17 【毎年度】100％ 
就職決定者（起業等含む） 

÷就職希望者（進学希望等除く）×100 

キャリア・就職支援に関する各

種講座やイベント開催数 
18 【毎年度】20回以上  

外部資金による研究課題保有率  
25 

36 
【毎年度】70％以上 

（科研費件数(分担含む)＋共同研究件数＋

受託研究件数）÷全専任教員数×100 

公開講座の開催件数 28 【毎年度】10件以上  

公開講座の参加者満足度 28 
【毎年度】 

平均４点以上 
5点満点中、平均4点以上 

スキル向上研修に１回以上参加

する職員の割合 
31 【毎年度】100％ 

事務局職員の参加者数 

÷全事務局職員数×100 

外部資金獲得額 36 
【年度平均】 

800万円以上 

毎年度の損益計算書に記載する（受託研究

費収益＋受託事業等収益＋寄附金収益）の

合計額の年度平均額 
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（参考）用語説明 
 
1 アクティブ・ラーニング 〈２頁〉 
   一方向性による知識伝達型の学習方法ではなく、学習者が能動的に学習する方法やそのプロセス。問題

解決能力、批判的思考力、コミュニケーション能力といった汎用的能力の育成を図ることが期待される。

一般に、教室内ではグループ・ディスカッション、ディベート、グループ・ワーク等の双方向型授業が、

教室外でも共同学習、ケーススタディを使うなどの発見学習、調査学習、体験学習等がある。読書や作文、

あるいは授業の内容を分析したり、まとめたりする行為も能動的に行う学習である。課題解決型学習

（PBL）もアクティブ・ラーニングに含まれる。 

〈参考：独立行政法人大学改革支援・学位授与機構ホームページ〉 

 
2 発信力ゼミ 〈２頁〉 
   １年次必修で週１回１年間続く、全学科横断の 20 人程度のゼミ。「人に伝えること」をメインテーマに、

大学で学ぶためのアカデミック・スキルズを修得し、（１～２学期「発信力ゼミⅠ」）、それを活かして興

味をもったジャンルで探究的な学びを実践し、成果を発信する（３～４学期「発信力ゼミⅡ）。 

 
3 象山寮、１年次全寮制 〈２頁、９頁、12頁〉 
   「象山寮」は本学の１年次の全学生が共同生活を行う学生寮。江戸時代末期に日本に大きな影響を与え

た洋学研究者で、信州松代藩士であった佐久間象山にちなみ命名。寮生活での学び合いや助け合いを通し

て、主体性や社会性、コミュニケーション能力を養う教育寮。校舎が建つ三輪キャンパスから２キロメー

トルほどの後町キャンパス内に建つ。寮生を中心に、学生がサービスラーニングや地域イベントへ参加す

る機会を提供している。 

 
4 サービスラーニング 〈２頁〉 
   奉仕活動（サービス）と学習活動（ラーニング）の実践を統合した取り組みを指す。寮生を中心に、学

生が社会貢献活動を通して市民性を育み、地域の課題を考える機会として提供。自ら進んで地域の人々と

関わることで、市民性を養い、地域のニーズと向き合いながら行動力や問題解決力を高めることを目的に

実施している。 

 
5 海外プログラム 〈２頁、９頁〉 
   学部生の２年次２学期（健康発達学部こども学科は３年次３学期）に全学生が参加する２～３週間の本

学独自の短期海外研修プログラム。語学学習に加えて各学部・学科の専門分野の基礎をわかりやすく学べ

るように構成している。令和６年（2024年）３月時点の研修先は、アメリカ、ニュージーランド、ス

ウェーデン、フィリピン、イギリス、フィンランドの６か国にある７校の大学等。 

 
6 英語集中プログラム 〈３頁〉 
   語学力向上に必要な学習時間を確保するため、１・２年次に 100分×週４回の英語授業を展開し、授業

外の学習や海外プログラムを含めて２年間で 500時間以上の英語学習を実施する科目群。英語の４技能

（読む・聞く・話す・書く）の融合型の授業展開により、正確な英語運用能力と実践的な英語コミュニ

ケーション能力をバランスよく養成。accuracy（英語を正確に運用する力）養成科目群（週２回実施）と、

fluency（ためらわずに英語を話す力）養成科目群（週２回実施）の２つの軸により構成している。 

 
7 ＴＯＥＩＣ 〈３頁〉 
   米国にある非営利テスト開発機関である ETSによって開発・制作され、日本においては一般財団法人国

際ビジネスコミュニケーション協会が実施・運営。世界 160カ国で実施され、知識・教養としての英語で

はなく、オフィスや日常生活における英語によるコミュニケーション能力を幅広く測定し、テスト結果は

合格・不合格ではなくスコアで表示される。本学学生が受験する TOEIC Listening & Reading Testは 10

点から 990点で評価される。 

〈参考：一般財団法人国際ビジネスコミュニケーション協会ホームページ〉 
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8 ソーシャルイノベーター 〈３頁〉 
   ソーシャル・イノベーションを生み出す人々を指し、本学大学院のソーシャル・イノベーション研究科

で養成する人材像として、以下を掲げている。 

1) 企業やその他の組織のマネジメントの基盤となる専門知識を持っている。 

2）企業・行政・NPOによる共創を通じ、ビジネスおよび地域の持続可能な発展に必要となる社会問題

の多面的な把握ができる。 

3) 存在していないものをつくり出す創発力を有している。 

4) 新規事業の創発・公民連携に必要とされる高度な専門知識を身につけている。 

5) 創発したアイデアをビジネスや新規プロジェクトとして自ら実践することができるコミュニケー

ション力とアントレプレナーシップを備えている。 

 

9 エコシステム 〈３頁〉 
   行政・企業・大学等が相互に関与し、分業や共同事業等により共存共栄の関係を目指す、生態系システ

ムのような環境・状態を指す。 

 
10 ３つのポリシー 〈３頁、４頁、６頁、７頁、11頁〉 
   「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン」（中央教育審議会答申：平成 30年（2018年）11月）、

「教学マネジメント指針」（中央教育審議会大学分科会：令和２年（2020年）１月）で示された、体系的

で組織的な大学教育を展開し、学位を与える課程（学位プログラム）共通の考え方や尺度に則った点検・

評価を行うための基礎となる次の３つの方針。これらの不断の改善等による適切なＰＤＣＡサイクルの確

立が求められる。 

  1) 卒業認定・学位授与の方針(ディプロマ・ポリシー) 

各大学、学部・学科等の教育理念に基づき、どのような力を身に付けた者に卒業を認定し、学

位を授与するのかを定める基本的な方針であり、学生の学修成果の目標（学修目標）ともなるも

の。 

2) 教育課程編成・実施の方針(カリキュラム・ポリシー) 

卒業認定・学位授与の方針の達成のために、どのような教育課程を編成し、どのような教育内

容・方法を実施し、学修成果をどのように評価するのかを定める基本的な方針。 

3) 入学者受入れの方針(アドミッション・ポリシー) 

各大学、学部・学科等の教育理念、ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシーに基づく

教育内容等を踏まえ、どのように入学者を受け入れるかを定める基本的な方針であり、受け入れ

る学生に求める学修成果（「学力の３要素」についてどのような成果を求めるか）を示すもの。 

〈参考：「教学マネジメント指針」（中央教育審議会大学分科会：令和２年（2020年）１月）〉 

 

11 アセスメントプラン 〈３頁、４頁、11頁〉 
学生の学修成果の評価（アセスメント）について、その目的、学位プログラム共通の考え方や尺度、達

成すべき質的水準及び具体的実施方法などについて定めた学内の方針。教学マネジメントの確立に当

たって必要とされる。 

〈参考：「教学マネジメント指針」（中央教育審議会大学分科会：令和２年（2020年）１月）〉 

 

12 キャリア実習 〈４頁、６頁〉 
従来、学生が在学中に、企業等において自らの専攻や将来希望する職業に関連した就業体験を行うこと

をインターンシップと総称していたが、文部科学省・厚生労働省・経済産業省の合意による類型化が行

われ、令和５年度からインターンシップの呼称の取扱いが変更された。本学においては、「個別企業・業

界の情報提供」や「教育」を目的として、これらの学生のキャリア形成支援を行うことから「キャリア

実習」と呼称を改めている。 

 

13 管理栄養士国家試験 〈４頁、６頁〉 
   管理栄養士は、専門的な知識と技術を持って栄養指導や給食管理、栄養管理を行う専門職。管理栄養士

養成施設で学び、管理栄養士国家試験に合格することで、厚生労働大臣の管理栄養士免許を取得でき、健

康発達学部食健康学科は養成校となっている。令和５年（2023年）２月実施試験の受験者合格率は全体

56.6%、管理栄養士養成課程（新卒）87.2%となっている。 

〈参考：公益社団法人日本栄養士会ホームページ、厚生労働省ホームページ〉 

 

14 保育士資格 〈４頁、６頁〉 
   保育士は、専門的な知識や技術を駆使して児童の養護と教育を一体的に行うとともに、保護者への支援

を行うことができる専門性も求められる専門職。指定保育士養成施設で学び卒業するか、保育士試験を受

験し合格することにより資格を取得でき、健康発達学部こども学科は養成校となっている。 

〈参考：厚生労働省ホームページ〉 
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15 幼稚園教諭免許 〈４頁、６頁〉 
    教育職員免許法に定められる教員免許。健康発達学部こども学科では、学位と教職課程等での単位修

得により幼稚園教諭第一種免許状の取得が可能。 

〈参考：文部科学省ホームページ〉 

 

16 教学マネジメント 〈４頁〉 
   大学がその教育目的を達成するために行う管理運営。「2040年に向けた高等教育のグランドデザイン」

（中央教育審議会答申：平成 30年（2018年）11月）において、学長のリーダーシップの下で、３つのポ

リシーに基づく点検・評価と、学生の学修成果や大学の教育成果の情報の的確な把握・測定による改善活

動が求められている。 

  〈参考：「教学マネジメント指針」（中央教育審議会大学分科会：令和２年（2020年）１月）〉 

 

17 大学機関別認証評価、専門職大学院認証評価 〈４頁、11頁〉 
文部科学大臣の認証を受けた評価機関（認証評価機関）が、大学等の教育研究等の総合的な状況等につ

いて、各認証評価機関が定める大学評価基準に基づき行う評価。大学等の教育研究等の総合的な状況の

評価（機関別評価）と、専門職大学等の教育課程等の評価（分野別評価）の２種類がある。学校教育法

第 109条及び同施行令第 40条により、本学では機関別評価を７年以内、専門職大学院であるソーシャ

ル・イノベーション研究科の分野別評価を５年以内に受審する義務がある。 

〈参考：「教学マネジメント指針」（中央教育審議会大学分科会：令和２年（2020年）１月）〉 

 

18 ＦＤ・ＳＤ 〈４頁、９頁〉 
ＦＤはFaculty Developmentの略。教員が授業内容・方法を改善し向上させるための組織的な取組の総

称。単に授業内容・方法の改善のための研修に限らず、広く教育の改善、更には研究活動、社会貢献、

管理運営に関わる教員団の職能開発の活動全般を指す場合もある。 

ＳＤはStaff Developmentの略。職員全員を対象とした、管理運営や教育・研究支援までを含めた資質

向上のための組織的な取組を指す。なお、「職員」には、教授等の教員や学長等の大学執行部、技術職員

等も含まれる。 

  〈参考：「教学マネジメント指針」（中央教育審議会大学分科会：令和２年（2020年）１月）〉 

 
19 「数理・データサイエンス・ＡＩ教育プログラム認定制度」 〈５頁〉 

デジタル時代の「読み・書き・そろばん」である数理・データサイエンス・AIに関する大学等の正規

の課程の教育プログラムのうち、一定の要件を満たした優れた教育プログラムを文部科学大臣が認定・

選定し、大学等がそれらの教育に取り組むことを後押しする制度。基礎的な能力を育成するリテラシー

レベルと、課題解決のための実践的な能力を育成する応用基礎レベルがある。 

〈参考：文部科学省ホームページ〉 

 

20 ＩＲ活動 〈５頁〉 
Institutional Researchの略。高等教育機関において、機関に関する情報の調査及び分析を実施する機

能又は部門。機関情報を一元的に収集、分析することで、機関が計画立案、政策形成、意思決定を円滑

に行うことを可能とさせる。また、必要に応じて内外に対し機関情報の提供を行う。 

〈参考：「教学マネジメント指針」（中央教育審議会大学分科会：令和２年（2020年）１月）〉 

 

21 リカレント教育 〈５頁、７頁、８頁〉 
    リカレント（recurrent）とは「循環」や「再発」を意味し、リカレント教育とは、社会人になった

後も、必要なタイミングで教育機関や社会人向け講座に戻り、社会変化への対応や自己実現を図るため

の学び直し全般を指し、要素としてリスキリング（時代のニーズに即して職業上新たに求められる能

力・スキルを身に付けること）やアップスキリング（現在の職務を遂行する上で求められる能力・スキ

ルを追加的に身に付けること）等が内包される。大学等においては大学院・履修証明プログラム・公開

講座における短期プログラム等を基礎とした学びの仕組み考えられる。 

〈参考：「大学等におけるリカレント教育の持続可能な運営モデルの開発・実施に向けたガイドライン」

（ＰｗＣコンサルティング合同会社：令和４年度（2022年度）文部科学省委託事業）〉 

 

22 科目等履修生制度 〈５頁〉 
    高等教育機関が、当該機関の定めるところにより、その学生以外の者で一又は複数の授業科目を履修

する者を受け入れる制度。正規の学生と同様、履修した授業科目の成果として単位を修得することがで

きる。 

〈参考：独立行政法人大学改革支援・学位授与機構ホームページ〉 
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23 国の修学支援新制度 〈５頁〉 
    国により令和２年（2020年）４月から実施されている意欲ある子どもたちの高等教育機関への進学を

支援する制度。進学先の大学等に係る授業料・入学金の免除または減額と、返還を要しない給付型奨学

金の対象者が大幅に拡充された。大学等における修学の支援に関する法律に基づき、一定の要件を満た

すことの確認を受けた大学等を対象機関とし、本学は対象機関となっている。 

〈参考：文部科学省ホームページ〉 

 

24 県民枠 〈６頁〉 
   学部生入学試験の学校推薦型選抜において設ける募集枠。長野県内の高等学校に在籍する者等で学校長

の推薦により出願できる。 

 

25 高等教育コンソーシアム信州 〈７頁〉 
   平成 20 年（2008 年）に設立された、長野県下の大学による連携の取組。各大学の個性を活かしながら、

協力関係の中で教育研究資源を有効活用し、学生教育の成果と教育研究の還元とにより、県と地域の発

展への貢献をめざす。コンソーシアムに加盟する大学の学生（大学院生）が、他大学で提供されている

科目を履修し、それを所属大学で単位認定する長野県内大学単位互換制度等を実施。本学は開学時から

参画し、令和５年度（2023年度）は 11大学が加盟している。 

〈参考：高等教育コンソーシアム信州ホームページ〉 

 

26 単位互換制度 〈７頁〉 
    学生が自らの所属する大学等以外で履修した授業科目について修得した単位を、自らの大学等におけ

る授業科目の履修によって修得したものとみなす制度。学生が外国の高等教育機関で修得した単位の場

合についても準用される。大学設置基準等によれば、大学では 60単位まで、大学院では 15単位までが

認められる。 

〈参考：独立行政法人大学改革支援・学位授与機構ホームページ〉 

 
27 審議会委員 〈７頁〉 
    審議会は、法令等の定めに基づいて、国や地方公共団体等の行政機関が特定の政策や運営方法につい

て意思決定を行う際に、意見を求めるために設置する合議制の諮問機関。審議内容に応じた有識者等の

委員により構成される。 

 

28 科研費 〈７頁、10頁〉 
    科学研究費助成事業の略称。人文学、社会科学から自然科学まで全ての分野にわたり、基礎から応用

までのあらゆる「学術研究」（研究者の自由な発想に基づく研究）を格段に発展させることを目的とする

「競争的研究費」。 

〈参考：独立行政法人日本学術振興会ホームページ〉 

 

29 地域イノベーション 〈８頁〉 
Social Innovation。新しい社会的価値を創造するために必要とされる新しい社会的商品やサービスや

その仕組みの開発、新たな発想や考え方の変革、あるいは一般的な事業を活用して社会的課題に取り組

む仕組みの開発。 

 

30 ソーシャル・イノベーション創出センター 〈８頁〉 
    開学時から設置する附属機関。大学内外の多様な人と知的資源を結びつけ、ソーシャル・イノベー

ションに挑戦する人材を育て、支援することで、志をもつ人が社会的課題の解決に挑戦できるような土

壌（エコシステム）を醸成し、若者がここで暮らし働きたいと思うような企業や仕事をひとつずつ増や

しながら、未来の持続可能な世界の構築に貢献する。略称はＣＳＩ。 

 

31 地域コーディネーター 〈８頁〉 
    ソーシャル・イノベーション創出センターの業務を推進するため、長野県内の北信・中信・東信・南

信の各地域に駐在するコーディネーター。各地域とセンターを結びつけ、事業者・創業者を見守り支援

する。 

 

32 ＣＳＩジャーナル 〈８頁〉 
    ソーシャル・イノベーション創出センターの１年間の取組をまとめた年次報告。本学ホームページ上

で閲覧できる。https://www.u-nagano.ac.jp/cooperation/csi/journal/ 
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33 高大連携 〈８頁〉 
    高校教育から大学教育への円滑な移行のための高等学校と大学の連携。高校生に対する大学教員によ

る講義や、大学生とともにアクティブ・ラーニングを体験する等の取組がある。また、大学の正課科目

に高校生が科目等履修生として参加し、単位を認める先取り履修の取組もある。 

 
34 研究インテグリティ 〈10頁〉 
    研究の国際化やオープン化に伴う新たなリスクに対して新たに確保が求められる、研究の健全性・公

正性（Integrity）を指す。研究の国際化やオープン化に伴い、開放性・透明性といった研究環境の基盤

となる価値が損なわれる懸念や、研究者が意図せず利益相反・責務相反に陥る危険性が指摘され、国際

的に信頼性のある研究環境を構築し、必要な国際協力及び国際交流を進めていくことが求められている。 

 

35 内部質保証システム 〈11頁〉 
    内部質保証とは、大学等が、自らの責任で自学の諸活動について点検・評価を行い、その結果をもと

に改革・改善に努め、それによってその質を自ら保証すること。 

〈参考：「教学マネジメント指針」（中央教育審議会大学分科会：令和２年（2020年）１月）〉 

 
36 ＳＤＧｓ 〈12頁〉 
    平成 27年（2015年）９月に国連で採択された 17ゴール・169のターゲットからなる持続可能な開発目

標であり、誰一人取り残さない持続可能な社会づくりの達成を目指すもの。 

 

37 再生可能エネルギー 〈12頁〉 
    太陽光、風力、水力、地熱、バイオマスなどのエネルギーとして永続的に利用することができると認

められるもの。本学は令和３年（2021年）4月からキャンパスで消費する電力の 100%を長野県内の水力

発動により調達しており、二酸化炭素の排出削減に取り組んでいる。 

〈参考：内閣官房ホームページ〉 

 

38 ゼロカーボン社会、カーボンニュートラル 〈12頁〉 
    カーボンニュートラルは、二酸化炭素をはじめとする温室効果ガスの「排出量」 から、植林、森林管

理などによる「吸収量」 を差し引いて、温室効果ガスの排出を全体として実質的にゼロにする概念。ゼ

ロカーボン社会は、カーボンニュートラルが実現した社会を指す。令和２年（2020年）10月に、政府は

2050年までにカーボンニュートラルを目指すことを宣言している。カーボンニュートラルの達成のため

には、温室効果ガスの排出量の削減と、吸収作用の保全及び強化をする必要がある。 

〈参考：環境省ホームページ〉 

 

39 長野県ＳＤＧｓ推進企業登録制度 〈12頁〉 
    長野県が平成 31年（2019年）４月に創設した企業等の価値向上や競争力の強化等を図る目的の制度。

「環境」、「社会」、「経済」の３側面を踏まえ、企業等が経営戦略としてＳＤＧｓを活用することを長野

県が支援する。本学は制度創設時の第１期登録事業者。 

〈参考：長野県ホームページ〉 


